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要旨：高強度鋼繊維と合成繊維を混入したハイブリッド型繊維補強セメント系複合材料(HFRCC)を用いた柱

の曲げせん断実験を行った。昨年度の実験では，実設計で避けるべき脆性破壊に至った試験体が存在した。

そこで本研究では，せん断余裕度と HFRCC が負担するせん断応力度（τHF＝(Qmu-Qsu)/bj）を実験因子として

脆性破壊を避けるよう設計し実験を行った。結果，軸力支持能力を完全に失うような脆性破壊を防ぐことが

できた。既往の研究結果の分析を行い，τHFが HFRCC の引張強度σT程度に抑えられれば変形能力が確保さ

れ，せん断余裕度とτHFにより設計を行うことで詳細な破壊モードの判別ができる可能性を確認した。 

キーワード：ハイブリッド型繊維補強セメント系複合材料，柱，破壊モード，限界変形 

 

1. はじめに 

 近年，セメント材料を繊維で補強した複合材料で，曲

げ応力下において複数ひび割れ特性を示し，曲げ，引張，

圧縮破壊時の靭性が大幅に向上する高靭性セメント複

合材料の研究が積極的に行われ，使用される繊維の種類

も多様化している。本研究で用いる材料は，補強機能の

異なる 2 種類の繊維でマトリックスを補強したハイブリ

ッド型繊維補強セメント系複合材料 (Hybrid Fiber 

Reinforced Cement-based Composites，以下 HFRCC)1)であ

る。この材料は，合成繊維（ポリエチレン繊維[PE]）と，

高強度鋼繊維（スチールコード[SC]）の 2 種類の繊維を

用いることで，各繊維の特性と，異なる繊維の相互作用

によって，高い靭性を実現している（図－１）。 

 既往の研究 2）では，ピロティ構造部材に適用すること

を目的として実験を行い，HFRCC のせん断補強効果や

変形能力，大変形時の軸力支持能力，損傷低減効果を確

認した。しかし，その中で pwσwy＝0.69N/mm2 と帯筋量

が少ない V-HF0.69 が，曲げ降伏後に急激なせん断破壊

に至った（図－2）。これは，実設計において避けるべき

危険な破壊性状であった。そのため本研究では，このよ

うな脆性破壊を避けるため破壊モードのより詳細な判

別を可能にするべく，既往の研究を基準とした実験を行

い，その結果と過去の実験結果や既往の研究結果をあわ

せて分析を行うことで，HFRCC の破壊性状を予測でき

る新たな指標の提案を行うことを目的とする。 
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2. 実験概要 

 ピロティ階を有する 10 階建 RC 造集合住宅 3)を想定建

物とし，1/4 スケールのピロティ柱について実験を行う。

前述の通り本研究では，昨年度 V-HF0.69 試験体 2）で曲

げ降伏後に急激なせん断破壊に至ったことを考慮し，

V-HF0.69 を基準とし比較的せん断余裕度を高くした試

験体の 2 体をせん断余裕度(Q’su/Qmu)および HFRCC の負

担せん断応力比(τHF/σT，σT：HFRCC の引張強度)を実

験因子として実験を行う。ここで，建築学会・終局強度

指針 A 法式 4）のトラス機構の項に HFRCC の引張強度σ

Tを累加して求めたせん断終局強度 5）を Q’su（式(1)）と

した。曲げ終局強度（Qmu）は中段筋を考慮した略算式

6)から求めた。また，HFRCC の負担せん断応力度τHFを

(2)式のように定義して設計に用いた。式(2)で，第 1 項は

曲げ降伏時の断面の平均せん断応力度，第 2 項は HFRCC

の引張強度 σT を無視したせん断耐力 Qsu をせん断応力

度に換算したもので，これらの差 τHF（HFRCC の負担

せん断応力度と呼ぶ）は，曲げ降伏するために HFRCC

が負担するべきせん断応力度と考えることにした。 
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2.1 試験体 

 表－1に試験体一覧を，図－3に試験体配筋図を示す。

HFRCC（Fc45 相当）を用いて，断面は 250mm 角，内法

スパン 800mm とした。危険断面での打ち継ぎによる影

響を考慮し，柱をスタブ内に 200mm 飲み込ませた。 

 V-HF12_10 は，V-HF0.69 と断面・主筋を同一にして横

補強筋を増やすことでせん断余裕度（Q’su/Qmu）を 1.06

から 1.2，τHF/σT を 1.31 から 1 とした試験体である。

V-HF10_09 は，主筋量を増やし曲げ耐力を上げると同時

に，横補強筋量を増やすことで Q’su/Qmu を 1.0，τHF/σT

を 0.9 とした試験体である。3 体のうち V-HF10_09 にの

み帯筋に高強度せん断補強筋 KSS785 を使用した。 

2.2 材料強度 

 表－2 に HFRCC の調合表を示す。HFRCC の引張強度

σTは JCI 基準 7）に従い 4 点曲げ試験から求めた。使用

した鉄筋の力学的特性を表－3 に示す。 

2.3 加力計画 

 載荷装置を図－4 に示す（図中の矢印は軸力，せん断

力の正方向）。載荷はピロティ建物の側柱を想定して変

動軸力とし，逆対称曲げモーメントが生じるようにせん

断力を与え，変形角が±1.25×10-3～80×10-3rad.の範囲に

おいて正負繰り返し制御を行った。軸力は，図－5 に示

すとおり，せん断力 0 で長期軸力（0.15bDFc＝422kN）

とし，せん断力に比例させ，最大引張軸力を-394kN，最

大圧縮軸力を 0.4bDFc＝1125kN とした。 

 

3. 実験結果 

3.1 破壊過程と荷重－変形関係 

 荷重－変形角関係を図－6 に，各試験体の 10×10-3rad.

時，15×10-3rad.時，最終破壊時のひび割れ状況を図－7

に示す。正側加力時の破壊過程について述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－1 試験体一覧 

試験体名 V-HF12_10 V-HF10_09 V-HF0.69 

断面 (mm) 250×250 

コンクリート HFRCC 

σB(N/mm2) 55.3 59.5 48.6 

主筋 
12-D13 

SD345 

12-D19 

SD345 

12-D13 

SD345 

帯筋 
2-D6@67 2-D6@110 

SD295 KSS785 SD295 

σT(N/mm2) 3.4 3.4 2.72 

Q’su/Qmu 1.2 1.0 1.06 

τHF/σT  1.0 0.9 1.31 

pwσwy  1.04 3.48 0.69 

σB：コンクリート圧縮強度，σT：HFRCC 引張強度 

σy：主筋降伏強度，σwy：帯筋降伏強度，pw：帯筋比 

2-D6@67
(SD295)

12-D13
(SD345)

50
0

80
0

50
0

525 250 525

 

図－3 試験体配筋図（V-HF12_10） 
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表－2 HFRCC 調合表 

(W+SP)/B 

wt.% 

SF/B 

wt.% 

S/B 

wt.% 

SP/B 

wt.% 

PE 

vol.% 

SC 

vol.% 

45 15 45 0.9 0.75 0.75 

SF：シリカフューム，S：珪砂，SP：高性能減水剤 

B=SF+C，PE：ポリエチレン繊維，SC：鋼繊維 
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図－5 変動軸力 

 

表－3 鉄筋材料特性 

鉄筋種 
降伏応力度 降伏歪 ヤング係数 引張強度 

(N/mm2) (μ) (×105 N/mm2) (N/mm2) 

D13(SD345) 380 2233 1.80 540 

D19(SD345) 386 2308 1.67 564 

D6(KSS785)* 910 7749 1.59 1165 

D6(SD295)* 273 4051 1.31 462 

*0.2%オフセット耐力 

 

図－4 載荷装置 
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・V-HF12_10 

 部材角 2.5×10-3rad.曲げひび割れが発生した。5×

10-3rad. のサイクルで主筋が圧縮降伏した。10×10-3rad.

時，せん断ひび割れが発生した。15×10-3rad.時，せん断

ひび割れが拡大，増加した。20×10-3rad.時に最大耐力を

むかえ加力方向直交面に圧壊による縦ひび割れが発生。

30×10-3rad.時，帯筋が降伏した。40×10-3rad.時，危険断

面のひび割れが顕著になり，コンクリートの圧壊ではら

みが見られた。60×10-3rad.時，曲げ・せん断ひび割れと

もに増加した。80×10-3rad.時，コンクリートの圧壊が顕

著になり主筋が座屈し，破断したため載荷を終了した。 

・V-HF10_09 

 部材角 2.5×10-3rad.のサイクルで曲げひび割れが発生

した。10×10-3rad.時，せん断ひび割れが発生，主筋が圧

縮降伏した。20×10-3rad.時にせん断ひび割れが大幅に増

加，30×10-3rad.時に最大耐力をむかえた。60×10-3rad.

時に帯筋が降伏し，せん断ひび割れも急激に開くなどせ

ん断破壊の傾向が見られた。80×10-3rad.時，せん断ひび

割れが拡大し，耐力も大きく低下した。その後 2 サイク

ル目で耐力が著しく低下したため載荷を終了した。 

・V-HF0.69 

 部材角 5×10-3rad.のサイクルで曲げひび割れ，主筋の

圧縮降伏を確認した。10×10-3rad.でせん断ひび割れが発

生した。15×10-3rad.で縦ひび割れが発生した。17×10-3rad.

で主筋と帯筋が引張降伏，20×10-3rad.で最大耐力をむか

えた。30×10-3rad.直前で突然せん断ひび割れが大きく開

き，帯筋が破断して急激に耐力が低下し破壊に至った。 

3.2 計算値との比較 

 各試験体の強度計算値と実験値との比較を表－4，図

－6 に示す。試験体の初期剛性は曲げとせん断を考慮し

た弾性式，剛性低下率は菅野式，曲げひび割れ強度は略

算式から求めた。図中の破線はせん断耐力を示しており、

Q’su は塑性変形角 Rp＝0 とした時の値を示している。計

算値との比較を行うと，初期剛性，曲げひび割れ強度は

計算値より低い結果となった。また，計算上 Q’su＝Qmu

となる変形角 calRu 以降も耐力を維持しているため変形

性能は安全側に評価されている。なお， Qmu に対する繊

維の影響は小さいため考慮しないこととした。 

 

試験体 
K 

kN/mm 

Qmcr 

kN 

Qmu 

kN 

V-HF 

12_10 

計算値 128 144 338 

実験値 67 113 357 

V-HF 

10_09 

計算値 127 145 478 

実験値 81 124 469 
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K ：初期剛性，Qmcr：曲げひび割れ強度，Qmu：曲げ終局強度 
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図－6 荷重－変形角関係 
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3.3 限界変形 

 限界変形角について本論では，耐力が最大耐力の 8 割

（0.8Qmax）まで劣化した時の変形角をせん断抵抗限界，

最大変動軸力 Nmax（軸力比 η＝0.4），長期軸力 N0（η＝

0.15）を支持できる限界の変形角をそれぞれ変動軸力支

持限界，長期軸力支持限界と定義し，試験体ごとに示す。

図－8 に軸変形，表－5 に各限界変形角を示す。軸変形

は，変位計により測定したクリアスパン内の鉛直方向の

変形である。V-HF0.69 は，30×10-3rad.直前で急激なせん

断破壊を起こしたため，せん断破壊に至る前のサイクル

のピーク時 20 × 10-3rad.を各限界変形角とした。

V-HF12_10 は，60×10-3rad.でせん断抵抗限界をむかえた

が，最終破壊に至っても最大変動軸力，長期軸力を支持

できていた。V-HF10_09 は，40×10-3rad.でせん断抵抗限

界をむかえ，その後 80×10-3rad.で変動軸力支持限界をむ

かえ，せん断破壊により耐力低下が進んだものの最終破

壊時においても長期軸力を支持できる結果となった。

V-HF12_10 と V-HF10_09 の実験から，τHFをσT以下とし

て設計することで過去の事例にあるような急激なせん

断破壊を起こすことなく，最終破壊時においても長期軸

力を支持できる結果が得られた。また，HFRCC 試験体

において計算上の限界変形角 calRu（Qmu＝Q’su となる変形

角）と実験から得られた各限界変形角の比較をすると安

全側の評価となっていることが分かる。 

3.4 破壊モードの考察 

 図－9 に各試験体の変形割合を，図－10 に各試験体の

横ひずみの推移を示す。なお横ひずみは，帯筋に沿うよ

うに設置した変位計から得られたデータのひずみ換算

値である。V-HF12_10 は，最終破壊時まで曲げ変形成分

が 8 割を占め，横ひずみも進行していないことから曲げ

破壊であったと言える。それに対して，V-HF10_09 は

5×10-3rad.時からせん断変形成分が増加し始め 40×10-3rad.

以降をみるとせん断変形割合が 5 割を占め横ひずみも著

しく増加していることから V-HF0.69 と同様に曲げ降伏

後のせん断破壊に至っていることが分かる。しかし， 

V-HF0.69 では急激に横ひずみが増加し，最終的に長期軸

力を支持できず破壊に至ったのに対して，V-HF10_09 は

80×10-3rad.という大変形時にも長期軸力を支持してい 

 

 

たという点で両者の破壊モードは大きく異なっている

といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験体名 

0.8Qmax Nmax N0 Q‘su＝Qmu 

expRu calRu 

×10-3rad. ×10-3rad. 

V-HF12_10 60 － － 22 

V-HF10_09 40 80 － 21 

V-HF0.69 20 20 20 18 0
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図－10 横ひずみ推移 

図－8 軸変形 
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表－5 限界変形角 

expRu：限界変形角実験値，calRu：限界変形角計算値 

図－9 変形割合 
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4. 耐力と変形性能の評価法の検討 

 HFRCC を用いた柱部材を設計するためには，部材耐

力・変形性能の評価が必要である。そこで，今回の実験

結果に既往の研究 2),7),8),9)を加え，(1)式を用いて実験デー

タを評価し，強度・変形性能の予測精度，破壊モード判

別の精度検証を行い，評価の妥当性を検討した。また，

試験体の各パラメータが破壊性状に及ぼす影響を考察

することで曲げ降伏後の脆性破壊を防止するための条

件について検討した。以下では HFRCC の引張強度 σT

の寄与を無視して（(1)式で σT=0 とした）求めたせん断

耐力を Qsu とする。ここで試験体の破壊モードをせん断

破壊（S 破壊）・曲げ降伏後のせん断破壊（FS 破壊）・曲

げ破壊（F 破壊）の 3 つのモードに分類した。 

4.1 せん断耐力・破壊モード，変形能力の予測精度 

 図－11 及び図－12 に，せん断耐力計算値 Qsu及び Q’su

と最大耐力の実験値の比較をそれぞれ示す。各図は，横

軸，縦軸を曲げ終局強度計算値 Qmu で基準化している。 

図－11 によると，引張強度 σTを無視すると，せん断

破壊した試験体（×）のせん断耐力をかなり過小評価し，

せん断余裕度 Qsu/Qmu が 0.5～0.8 程度の範囲でも曲げ降

伏した試験体（▲，●）が含まれることから，引張強度

σT の効果を考慮しないと破壊モードも適切に判定でき

ない結果となっている。 

引張強度σTを考慮してせん断耐力を求めた図－12に

よると，せん断破壊した試験体（×）に対して，全て実

験値Qmaxが計算値Q’suを上回り安全側に評価できている。

せん断強度の予測精度は，（Qmax/Q’su）が 1.15～1.47 の範

囲で，平均値が 1.29 であった。破壊モードの予測につい

ては，せん断余裕度 Q’su/Qmu＝1 付近で，曲げ降伏に達

するか（▲，●），降伏前にせん断破壊するか（×）が

判別されており，予測精度がよいと言える。しかし，帯

筋量が少ないと V-HF0.69 のように曲げ降伏後において

も急激な脆性破壊を起こすことがあり、建物の設計では

防止するべき危険な破壊モードであると考えられるの

で，次節において，塑性変形能力の評価法と曲げ降伏後

に生じる脆性破壊を防止するための条件について検討

することとする。 

 図－13 に(1)式により求めた計算上の塑性変形角（Q’su

＝Qmu となる変形角，calRp）と実験での塑性変形角（せ

ん断力が最大耐力の 8 割まで低下した変形角，expRp）の

比較を示す。これにより変形能力の予測精度の検討を行

う。曲げ降伏後にせん断破壊した試験体（▲）は，曲げ

破壊した試験体（●）と比較すると，計算値・実験値と

もに塑性変形角が小さい。実験値に対する計算値の安全

率（実験値／計算値）は平均 3 程度であり，安全側の評

価であるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 脆性破壊防止のための条件 

 図－14 に HFRCC の負担せん断応力（(2)式）の HFRCC

の引張強度に対する比（τHF/σT）と実験での塑性変形

角 Rp の関係を示す。図より，HFRCC の負担が増え，

τHF/σT が大きくなるにつれ変形能力が低下する傾向が

みられる。特に，τHFが σTを上回った場合（τHF/σT>1），

急激に変形能力が失われる。4 点曲げから算出される σT

と一軸引張試験結果の σmax はほぼ対応することが既往

の研究 10)で確認されていることから，引張応力ひずみ関

係（図－15）を考えると，τHFが σTを超えると歪硬化

後の軟化領域に入り，脆性破壊に至ることが考えられる。 

図－13 塑性変形角計算値と実験値の比較 
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図－11 引張強度を無視した耐力式の整合性 
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図－12 引張強度を考慮した耐力式の整合性 
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 図－16に HFRCCの負担せん断応力の引張強度に対す

る比（τHF/σT）と引張強度 σTを考慮したせん断余裕度

（Q’su/Qmu）の関係を示した。図より，せん断余裕度

Q’su/Qmu が小さくなると， HFRCC の負担せん断応力度

τHFが大きくなり，破壊モードも脆性的になる傾向がみ

られる。V-HF0.69（τHF/σT＝1.31）が完全に軸力支持能

力を失ったこと， V-HF12_10 （τHF/σT ＝ 0.99 ）と

V-HF10_09（τHF/σT＝0.81）をはじめ Q’su/Qmu>1，τHF/σT 

< 1 として設計された試験体すべてにおいて最終破壊時

における長期軸力支持を確認した。このことから引張強

度 σTを考慮したせん断余裕度（Q’su/Qmu）に加え HFRCC

の負担せん断応力の HFRCC の引張強度に対する比

（τHF/σT）による設計を行うことで，長期軸力支持能

力を失うような脆性破壊を防止できると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. まとめ 

 既往の研究で脆性破壊した試験体を基に，同様な破壊

を防ぐような試験体を設計し柱部材の実験を行い，デー

タ分析を行った結果，以下の 3 点を確認した。 

(1) 実験において，せん断余裕度を上げ，曲げ降伏時の

HFRCC の負担せん断応力τHFを引張強度σTと同等

となるように設計した試験体は，2 体とも最終破壊時

においても長期軸力を支持する結果となった。 

(2) HFRCC の引張強度σT を考慮したせん断耐力を用い

ることで破壊モード,変形性能を適切に評価できるこ

とを確認した。 

(3) せん断余裕度を 1 以上，τHFを σT以下程度に制限す

ることで，脆性破壊を防止できる可能性がある。 
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図－14 τHFと変形能力 
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